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１ マニュアル編の概要 

 

本編は、平成２１年度に策定した「松本市災害時要援護者支援プラン（ガイドライン編）」

に基づいて、その具体化を図り、官民協働による防災・減災体制を構築し、いかに日常的な地

域活動と災害時の要援護者支援が連動していくのかをあわせて作成しました。 

また、行政用、住民用、福祉事業者用の３種に分けて作成し、特に行政用については、「松

本市災害応急対策職員行動マニュアル」の改訂に反映させ、より具体的な手順を定めていく予

定です。 

今後、訓練等を通じて表面化した課題、改善点を把握し、常にマニュアル内容の見直しを図

ります。 

（参考）【基本理念（松本市地域防災計画・防災の基本方針）】 
１ 防災対策を行うにあたっては、次の事項を基本とし、それぞれの段階において、市、県、指定地方行政 

機関、指定公共機関、その他関係機関及び市民がそれぞれの役割を認識しつつ一体となって最善の対策を 

とるものとする。  

特に、災害時の被害を最小化する、いわゆる「減災」の考え方を防災の基本方針とし、たとえ被災した 

としても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、対策の一層の 

充実を図る。 

○ 周到かつ十分な災害予防  

○ 迅速かつ円滑な災害応急対策  

○ 適切かつ速やかな災害復旧・復興  

２ 市、県、防災関係機関は、緊密な連携のもとに、人命の安全を第一に、次の事項を基本とし、必要な措 

置を講じるものとする。  

○ 防災施設・設備の整備の促進  

○ 防災体制の充実  

○ 市民の防災意識の高揚及び自主防災組織の育成強化  

○ 高齢者、障がい者、児童、傷病者、外国籍市民、外国人旅行者、観光客、乳幼児、妊産婦など特に配 

慮を要する者（以下「要配慮者」という。）や女性を含めた多くの住民の地域防災活動への参画 

  〇 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、防 

災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性の参画を拡大し、男女共同参画の視点を取 

り入れた防災体制を確立 

○ 防災関係機関、住民等の間、住民等と行政の間での防災情報の共有  

３ 市民は、「自分の命は自分で守る」との認識のもと、地域、職場、家庭等において互いに協力しあい、 

災害時を念頭に置いた防災対策を常日頃から講ずるものとする。 

 ４ どこでも起こりうる災害時の被害を最小化し、安全・安心を確保するためには、行政による公助はもと 

より、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による共助が必要であり、個人や家庭、 

地域、企業、団体等社会の様々な主体が連携して日常的に減災のための行動と投資を息長く行う運動を展 

開するものとする。また、その推進に当たっては、時機に応じた重点課題を設定する実施方針を定めると 

ともに、関係機関等の連携の強化を図る。 

（参考）【松本市災害時要援護者支援プラン（ガイドライン編）より、３つの重点目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要援護者の生命 

と暮らしを守る 
（セーフティネットの観点から） 

“災害にも強い” 

地域づくりの推進 
（住民自治の観点から） 

市民との協働による 

減災対策の推進 
（協働および統合化の観点から） 



- 2 - 

２ 災害の各局面における役割 ※ 時間推移と各局面については資料１を参照 

 災害対策本部に「要援護者班」を設置し、次の４つの係に分かれて職務を分担します。 

  ① 総務調整係 

  ② 安否確認・避難生活支援係 

  ③ 環境整備係 

  ④ 救護・スクリーニング係 

係 担当課 主な役割 具体的役割 

① 

総務 

調整 

福祉政策課 

１ 指揮本部との総合的連絡  

２ 班内の災害対策の進行管

理 

３ 災害情報の収集・整理 

４ 施設の被害調査 

５ 班内の要員配備調整 

６ 安否確認情報の集約・整

理・報告 

□ 指揮本部との総合的連絡 

□ 班内の災害対策の進行管

理・班内の要員配備調整 

□ 災害情報の収集・整理、

施設の被害調査の統括 

□ 要援護者安否確認情報の

集約及び報告 

□ 避難所における要援護者

スペース設置の調整 

□ 事前協定における福祉避

難所の設置調整 

□ 事前協定以外の福祉避難

所の設置調整（大規模の場

合） 

□ 緊急入所対応調整 

□ 民生委員への協力依頼、

総合調整 

□ 社会福祉協議会との連絡

調整 

□ 市民相談課との調整（総

合相談窓口関係 

 

保険課 

 

１ 災害時要援護者の安否確

認情報の集約・回収（地域

づくりセンターと班本部と

の連絡・調整） 

 

 

２ 他係の応援 
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② 

安否 

確認 

・ 

避難 

生活 

支援 

障がい福祉課 

生活福祉課 

１ 災害時要援護者（高齢者、

障がい者、乳幼児等）の安

否確認と救助・救出・収容

対策  

２ ボランティアに関するこ   

 と 

□ 要援護者の安否確認（障

がい者、高齢者、難病、そ

の他） 

□ 救護・スクリーニング係

（健康づくり課）との連絡

調整 

□ 要援護者の入所対応（緊

急入所、福祉避難所等） 

□ 総合相談窓口の設置調整 

（心のケア、障がい専門相

談関係） 

⇒ 積極的外部支援者の活用 

□ 災害ボランティアセンタ

ーの立ち上げ調整・ ボラ

ンティアの総合調整 

 

高齢福祉課 

障がい福祉課・生活福祉課事

務分掌と同じ 

こども福祉課 

③ 

環境 

整備 

保育課 

１ 災害時要援護者に関する

食料・生活必需品等に関す

ること  

２ 炊き出し対策に関するこ

と（日赤奉仕団との連携）  

□ 各避難所等への食料・生

活必需品の需給調整 

□ 各避難所における要援護

者対策の関係部署との連

絡調整 

□ 各避難所における要援護

者対策の周知徹底 

□ 炊き出し支援（日赤奉仕

団との連携） 

□ 総合相談窓口の設置調整

（児童関係） 

こども育成課 保育課事務分掌と同じ 

④ 

救護・ 

スクリ

ーニン

グ 

（医務

班と兼

務） 

保健総務課 

１ 医療救護所の設置要請、

受入、支援等  

２ 傷病者の収容対策 

□ 医療救護所の設置、受入、

支援 

□ 傷病者の収容対策 

□ 病院との調整 

□ 要援護者のスクリーニン

グ体制の整備 

□ 要援護者のスクリーニン

グに関する外部支援者へ

の指導・調整 

□ 避難生活支援係（障がい

福祉課・生活福祉課・こど

も福祉課）との調整 

□ 医療救護所管内への巡回

指導（衛生管理・食事管

理・健康管理） 

健康づくり課 

１ 医療救護所の設置要請、

受入、支援等   

２ 医療・救護関係の資機材

確保  

３ 被災家屋の消毒対策 

 

※ 「総合相談窓口の設置」は、①、②、③から選抜し、プロジェクトにて調整業務を行う。 
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警戒期 事前避難期

警戒 避難準備情報（90分～120分前）

　　　　　業務内容

担当部署等
支援体制の確保 要援護者を中心に避難誘導

福祉政策課
危機管理課との調整
要援護者班への指示

危機管理課との調整
要援護者班への指示

保険課
本庁に招集、待機
地区担当は支所等へ

支所等と班本部との連絡調整

障がい福祉課
生活福祉課

本庁に招集、待機

メーリングリストによる情報伝達
障害者関連施設へ電話
庁内のＦＡＸを活用し送信

高齢福祉課 本庁に招集、待機
メーリングリストによる情報伝達
介護関連施設へ電話
庁内のＦＡＸを活用し送信

こども福祉課 本庁に招集、待機
メーリングリストによる情報伝達
児童施設へ電話
庁内のＦＡＸを活用し送信

保育課 本庁に招集、待機
保育所へ電話
引き渡し準備の調整

こども育成課 本庁に招集、待機
児童館・児童センターへ電話
引き渡し準備の調整

保健総務課 本庁に招集、待機

健康づくり課 本庁に招集、待機

人権・男女共生課 本庁に招集、待機

地域づくり課 本庁に招集、待機 町会長への連絡・調整

契約管財課 本庁に招集、待機

住民 状況把握
安否確認
要援護者を中心に避難誘導

消防 状況把握 携帯メールの発信

福祉事業者 状況把握 携帯メールの受け取り

②安否確認・避難生
活係

③環境整備係

④救護・スクリーニ
ング係

要援護者班などの仕事の流れ（事前避難）
    ※　事前に災害が予想される風水害等を想定

その他

①総務調整係

局　面→

（災害対策本部）
　　要援護者班
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避難勧告（60分前） 必要な作業内容

避難誘導
施設状況確認

避難誘導
施設状況確認

基盤整備作業 福祉施設の被害状況確認

危機管理課との調整
要援護者班への指示

危機管理課との調整
要援護者班への指示

応援体制の調整

地域づくりセンターと班本部との
連絡調整

地域づくりセンターと班
本部との連絡調整

応援体制の調整
他係の応援

要援護者の避難支援
施設状況確認

係の確立
確認作業・とりまとめ
場合によって搬送要請

※１　該当施設の把握
メーリングリストの作成

要援護者の避難支援
施設状況確認

係の確立
確認作業・とりまとめ
場合によって搬送要請

庁内ＦＡＸできるものの
確認

要援護者の避難支援
施設状況確認

係の確立
確認作業・とりまとめ
場合によって搬送要請

利用者の引き渡し支援
施設状況確認

係の確立
確認作業・とりまとめ
場合によって搬送要請

利用者の引き渡し支援
施設状況確認

係の確立
確認作業・とりまとめ
場合によって搬送要請

（災害の状況に応じて）
医療救護所の開設準備

（災害の状況に応じて）
医療救護所の開設準備

町会長への連絡・調整

搬送車の確保・調整

※２　各事業所に災害
時の搬送方法、搬送車
両の所有状況について
確認する必要

避難所移動
名簿の作成・報告

避難移動支援

利用者確認・報告

発災 発災～24時間

避難指示・命令（30分前）

安

否

確

認

情

報

の

報

告

安

否

確

認

情

報

の

報

告
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救出・救助期 

発災～3 時間 

      業務内容 

 

担当部署等 

支援体制の確保 
救出・救助の手配 

安否確認 

①総務調整係 福祉政策課 本庁に招集 要援護者班体制の確立 

保険課 

本庁に招集、地区担当 

は地域づくりセンター等へ 要援護者班体制の確立 

②安否確認・避難 

生活係 

障がい福祉課 

生活福祉課 本庁に招集 

高齢福祉課 本庁に招集 

こども福祉課 本庁に招集 

③環境整備係 保育課 本庁に招集 

こども育成課 本庁に招集 

④救護・スクリー 

ニング係 
保健総務課 

発災後すみやかに医療 

救護所の開設準備 

健康づくり課 
発災後すみやかに医療 

救護所の開設準備 

その他 地域づくり課 本庁に招集 町会長への連絡・調整 

契約管 財課 本庁に招集 

住民 
救出・救助 

安否確認 

消防 
救出・救助 

安否確認 

福祉事業者 
救出・救助 

安否確認 

要援護者 身の安全を確保 

（災害対策本部） 

  要援護者班 

局 面→ 発災 

（安否確認／救出・救助） 
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～24時間 ～72時間 ～1週間

基盤整備作業
福祉施設及び所管施設
の被害状況確認

要援護者の安否確認 要援護者の安否確認終了

応援体制の調整 外部支援者の配置調整
要援護者安否確認とりまと
め／国・県へ報告

応援体制の調整
他係の応援

係の確立 確認作業
避難所からの名簿と市データ
の照合

安否確認完了

係の確立 確認作業
避難所からの名簿と市データ
の照合

安否確認完了

係の確立 確認作業
避難所からの名簿と市データ
の照合

安否確認完了

係の確立 確認作業

係の確立 （確認作業）

搬送車（ストレッチャー
付き）の確保・調整

避難所移動
名簿の作成・報告

市データの開示
再度、安否確認依頼

救出・救助
市データの開示
再度、安否確認依頼

利用者確認・報告
市データの開示
再度、安否確認依頼

避難所移動
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発災時 救出・救助期 

発災～3 時間 

      業務内容 

担当部署等 

支援体制の確保 
救出・救助の手配 

安否確認 

①総務調整係 福祉政策課 本庁に招集 要援護者班体制の確立 

保険課 本庁に招集 要援護者班体制の確立 

④救護・スクリー 

ニング係 
保健総務課 

４８時間以内に医療救 

護所の開設準備 
医療救護所業務 

健康づくり課① 
４８時間以内に医療救 

護所の開設準備 

医療救護所業務 

スクリーニング 

健康づくり課② 本庁に招集 スクリーニング体制の確立 

住民 
救出・救助、生命の危険のある 

人を病院へ搬送 

消防 
救出・救助、生命の危険のある 

人を病院へ搬送 

福祉事業者 
救出・救助、生命の危険のある 

人を病院へ搬送 

（災害対策本部） 

  要援護者班 

局 面→ 

その他 

（スクリーニング）避難誘導後、要援護者については、心身の状況に合った生活環境の場

（福祉避難所など）に移動してもらう必要があり、一人ひとりについて

それを判断して振り分ける業務がスクリーニングです。 
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～24時間 ～72時間 ～1週間

基盤整備作業 スクリーニング体制整備

応援体制の調整 外部支援者の配置調整

応援体制の調整
他係の応援

外部支援者（保健師）の配置調整

避難所移動
要援護者を医療救護所へ

救出・救助

利用者確認・報告
要援護者を医療救護所へ
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避難生活期 

～24 時間 

      業務内容 

担当部署等 
基盤整備作業 緊急入所・福祉避難所調整 

①総務調整係 福祉政策課 応援体制の調整 
外部支援者調整 

災害ボランティアセンター調整 

保険課 
応援体制の調整 

他係の応援 

②安否確認 

・避難生活係 

 

障がい福祉課 

生活福祉課 
係の確立 

事前協定に基づく入所者枠の確 

保・調整 

高齢福祉課 係の確立 
事前協定に基づく入所者枠の確 

保・調整 

こども福祉課 係の確立 
（事前協定に基づく入所者枠の 

確保・調整） 

③環境整備係 保育課 係の確立 （商工との連絡体制の確立） 

こども育成課 係の確立 （商工との連絡体制の確立） 

④救護・スク 

リーニング係 
保健総務課 

健康づくり課 スクリーニング作業 
各医療救護所ごとに緊急入所、 

福祉避難所入所者のとりまとめ 

⑤相談支援 各課より 

地域づくり課 
町会長との連絡・調 

整 

契約管材課 

住民 
避難所移動 

場所の確保 

避難所運営委員会の立ち上げ、 

運営 

福祉事業者 利用者確認・報告 
入所受け入れ調整、サービス再 

開調整 

要援護者 身の安全の確保 

局 面→ 

（災害対策本部） 

  要援護者班 

その他 

（避難生活） 
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～72時間 ～1週間 ～3週間

（引き続き）入所調整
一般避難所・環境整備

入所手続き 仮設移行

要援護者班・総務機能

リストをもとに振り分け作業
入所手続き
場合によって搬送手続き

入退所調整
退所後の支援（仮設移行
調整等）

リストをもとに振り分け作業
入所手続き
場合によって搬送手続き

入退所調整
退所後の支援（仮設移行
調整等）

リストをもとに振り分け作業
入所手続き
場合によって搬送手続き

入退所調整
退所後の支援（仮設移行
調整等）

優先提供品目（要援護者
用）の確保・割振調整

物資配分（福祉避難所、
一般避難所）

保育所再開調整

優先提供品目（要援護者
用）の確保・割振調整

物資配分（福祉避難所、
一般避難所）

児童館再開調整

入所者リストの報告
避難所巡回・指導
（外部支援者含む）

相談支援窓口の開設調
整（福祉計画課）

相談支援窓口の開設

搬送車の確保・調整
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(1)災害警戒・避難準備情報の発令・情報収集 

 

ｱ 風水害等の場合 

災害が発生するまでに的確な情報を把握し、要援護者への情報提供や高齢者等避難の発

令を行います。また、福祉事業者への迅速な情報伝達により、要援護者への適切な指示、

助言を行います。 

情報提供は、メール、電話、ＦＡＸ等、あらゆる情報伝達手段を用いて、要援護者に必

要な情報を届けます。 

 

【基本的な考え方】 

 ＊ 要援護者等、避難行動や情報面での支援を要する人も含めた住民の確実な避難 

＊ 行政（要援護者班）は、風水害情報をいち早く入手し、関係機関（住民、福祉事業者等）

へ情報伝達する体制に入る。 

＊ 道路冠水等で危険な中を避難するような事態の回避等、避難行動における安全の確保 

＊ 真に切迫した状況では、生命を守る最低限の行動の選択 

※ 自然現象のため不測の事態等も想定されることから、避難行動は、計画された避難場所

等に避難することが必ずしも適切ではなく、事態の切迫した状況等に応じて自宅や隣接建

物の２階等に避難することもある。 

 

【災害警戒・情報収集における役割分担】 

対応主体 取り組み内容 

行政 
□災害情報の収集・伝達（河川情報、気象警報等の収

集・整理・伝達）、災害危険箇所の警戒 

□社協、相談支援事業者、福祉事業者、民生委員、自

主防災組織等地域関係者への情報伝達・連絡調整 

□避難所の開設準備 

□避難準備情報の発令（多様な伝達手段を活用） 

□最優先要援護者等の連絡 

相談支援事業者、福祉事

業者 

□行政からの情報を受け、要援護者支援体制の確保 

□河川情報、気象警報等の情報収集 

□サービス利用者への情報伝達 

地域組織・団体・災害ボラ

ンティアセンター 

□河川情報、気象警報等の情報収集 

□行政からの情報を受け、要援護者支援体制の確保 

□要援護者への情報伝達 

災害時要援護者・家族 □河川情報、気象警報等の情報収集 

□防災（避難）グッズの確認 

□支援者からの情報受理 

 

 

 

 

○担当： 安否確認・避難生活係 

環境整備係 
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【避難に関する情報】 

     

高齢者等避難 避難指示 緊急安全確保

警戒レベル３ 警戒レベル４ 警戒レベル５

要援護者等、特に避難
行動に時間を要する者
が避難行動を開始しな
ければならない段階で
あり、人的被害の発生
する可能性が高まった
状況

通常の避難行動ができ
る者が避難行動を開始
しなければならない段
階であり、人的被害の
発生する可能性が明ら
かに高まった状況

前兆現象の発生、現在
の切迫した状況から、
人的被害の発生する危
険性が非常に高いと判
断された状況。人的被
害の発生した状況等

市による発表

 

災害時要援護者は、情報収集や避難の判断、避難行動に困難を伴い、一般の避難者よ

り避難に多くの時間を必要とし、何らかのサポートが必要となるため、本市では、「避

難指示」の発令の前に、「高齢者等避難」情報を設けています。 

「高齢者等避難」情報は、災害発生の危険性が予想される段階で、非常持ち出し品の

用意や 家族等への連絡等、避難するための事前準備を呼びかけると同時に、避難行動

に困難を伴う災害時要援護者等に対し、災害発生の危険が高まる前に早めの避難を呼び

かけるものです。 

 

【補足説明】 → Ｐ３２ 
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(2)安否確認・救出救助およびスクリーニング 

 

ｱ 安否確認・救出救助 

発災後、素早く安否確認を完了させるためには、地域住民、福祉事業者等からの情報提

供が不可欠になります。３日間での完了をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民 

○ 家族や自宅の安全を確認して屋外へ出る。 

○ 近くの人と声をかけ合って無事を確認する。 

○ 救出が必要な人を至急救出して搬送 

○ ３０分過ぎても出てこない人の様子を見に行く。 

→ 被害の大きさなどの状況をみて優先順位を決めて

救出（できれば３時間以内に全ての人を） 

市役所職員 

○ ただちに災害対策本部や医療救護所に集合（被

害状況の把握、安否確認、救出・救助の支援） 

福祉事業者 

○ 各施設等に集合（被害状況の把握、安否確認、救出・

救助の支援） 

災害対策本部 

最寄りの 

地域づくり 

センター 

（要援護者班が 

回収・集約） 

安否確認の結果報告 

一時集合場所 

発 災 

避 難 所 

病院 緊急

入所 

福祉避

難所 

医療救

護所 

ケガ人 

救出・救助 

安否確認 

住民 

○ 自主防災組織の要援護者班が中心となり、避難行

動要支援者名簿を使って安否確認 

市役所職員 

○ 障がい福祉課、生活福祉課、高齢福祉課、

こども福祉課、こども育成課、保育課が、そ

れぞれの担当要援護者の安否確認 

福祉事業者 

○ 施設利用者、ヘルパー利用者の安否確認 

（避難所生活に支障が生じた人

たちが必要に応じて移動） 

救出・救助 

安否確認 

要援護者班 

※ 緊急入所、福祉避難所についての

詳細はＰ２３のとおり。 

※ 安否確認の報告・集計などについての詳細はＰ１５～１７のとおり。 

【大地震を想定した安否確認の流れ（大枠のイメージ）】（発災から概ね２週間まで） 

○担当： 安否確認・避難生活係 

環境整備係 

総務調整係（集計業務） 
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 さらに、次のことを一応の目安として行動する必要があります。 

（いわゆる“３・３・３の法則”） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【安否確認の報告・集計の流れ】 

発災 

地域住民、行政、

福祉事業所などが

協力して安否確認 

１次報告 

（安否確認が一通り済み

次第速やかに） 

要援護者班から

再配付 のリ スト

により再度、安否

確認 

要
援
護
者
班(

最
寄
り
の
地
域

づ
く
り
セ
ン
タ
ー)

に
１
次
報
告 

要
援
護
者
班
か
ら
再
確
認
者

の
リ
ス
ト
再
配
付 

最終報告 

（３日以内） 

要
援
護
者
班
に
最
終
報
告 

要
援
護
者
班
か
ら
県
に
報
告 

※
未
確
認
者
が
い
る
場
合
は
地

域
に
リ
ス
ト
再
配
付 

 安否確認や救出を効率的に行うために、災害が起きた場合の行動について（特に一時集合

場所→避難所への流れ）を、日頃からよく地域住民に周知しておく必要があります。 

発災から 

３０分以内 

①自分と家族の生命を守る。 

②周囲の状況把握をして、避難する。 

③一時集合場所での地域支援体制づくり 

３時間以内 

①近隣の人の生命を守る。 

②安否確認および安全な場所への避難・誘導 

③被災状況の確認 

④被災・被害の情報の収集・発信 

⑤災害対策本部の立ち上げと災害対応策の検討 

３日以内 

①全ての人の安否確認の終了 

②安全な場所の確保と避難生活の整備 

 

【安否確認を効率的に行うために】 

災害発生から避難生活

期に至るまでのプロセス

において、どのような支

援力を必要とするかにつ

いての考え方です。 

まず、発災後、30分ま

でに自身、家族の安全を

確保し、一時集合場所へ

避難し、3時間までに地域

において最も危険な状況

の人の発見・救出に向か

い、その後、3日までに全

ての人の安否確認と安全

な避難を行う、という考

え方です。 

【補足説明】 → Ｐ３３ 
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要援護者班 

（障がい福祉課・生活

福祉課、高齢福祉課、

こども福祉課、保育課、

こども育成課） 

地 域 住 民 

福祉事業所 

（各種の福祉施設） 
自主防災組織の要

援護者班 

町会長、隣組長そ

の他 

安否確認の 

範囲 

（一応の目安） 

・障がい福祉課・生

活福祉課、高齢福祉

課、こども福祉課→

上図の③④ 

・保育課、こども育

成課→所管施設の児

童 

上図の①② 
近隣（隣組など）

の人 

 

施設入・通所者、

ヘルパー利用者

など 

 

発災直後の 

安否確認 

・障がい福祉課・生

活福祉課、高齢福祉

課→避難行動要支援

者名簿（サンプル：Ｐ

18）により、安否確

認 

・その他の課は、独

自の名簿等に基づい

て安否確認 

・地域関係者が持

つ避難行動要支援

者名簿の掲載者を

安否確認 

・近隣の人と声を

かけあいながら一

時集合場所へ集合

する中で安否確認 

・救助が必要な人

の情報を行政に伝

える。 

・自施設で担当

する要援護者の

安否を確認し、

任意の様式で安

否確認リストを

作成 

【災害発生時の要援護者の関係図】※安否確認をどのような役割分担で行うかを明確にします。 

【安否確認の役割分担と手順（詳細）】 ※ 大枠の流れはＰ１４、１５のとおり 

災害時は、左図のとおり「避難

行動要支援者で情報提供してい

る者」、「避難行動要支援者で情報

提供していない者（拒否者等）」、

「災害で負傷した者」の３種の要

援護者に対する支援が必要とな

り、どれにも該当しない、元気な

人たち（⑥）が協力し合い、その

方々の支援をします。 

発災直後、②④⑤は医療救護所

で治療し、その後、症状の度合に

応じて、病院、避難所、福祉避難

所等へ搬送します。 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ ⑥ 

市民 

避難行動要支援者で 

情報提供している者 

避難行動要支援者で 

情報提供していない者 

（拒否者等） 

災害で負傷した者 
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１次報告 

 

・安否確認が一通り済み次第速やかに、それぞれの持ち場で作成した、チ

ェック済みのリストを最寄りの地域づくりセンターへ届ける。（要援護者

班が回収）市役所職員（安否確認に回った者）は、随時、要援護者班へ持

ち込む。 

※ 所在を確認できなかった人は不明者として、現状を報告する。 

 

１次集計 

・要援護者班は、提出されたチェック済みリスト、医療救護所の情報（医

務班から情報を受ける）、避難所受付名簿等の突合により集計を行う。 

 

安否確認リス

ト再配付 

・要援護者班による１次集計の結果(安否不明者のリスト)を配付。（要援

護者班から、１次報告がされたのと同じ地域づくりセンターへ配付するの

で、１次報告者が取りに来る。） 

 

１次報告の後

から、発災３

日目までに行

う安否確認 

・再配付されたリストにより安否確認（状況に応じて、安否確認の範囲（一応

の目安）に関わりなく、臨機応変の役割分担により安否確認を急ぐ。） 

 

 

最終報告 

 

・発災から３日目の１２時までに、再配付リストの登載者の全員を確認し、

結果を記入したリストを、最寄りの地域づくりセンターへ届ける。市役所

職員（安否確認に回った者）は、期限にこだわらず、随時、要援護者班へ

持ち込む。 

※ 所在を確認できなかった人は不明者として、必ず期限までに現状を報告する。 

 

最終集計 
１次集計と同様。 

 

不明者の捜索 

・要援護者班による最終集計の結果、安否不明者が残る地域については、指揮本部と

協議の上、消防、自衛隊などと連携して捜索。 

 

 
 
次ページからの様式は、下記の期限までに、下記の場所に届ける。 

○１次報告・・・・安否確認が一通り済み次第速やかに、 

最寄りの地域づくりセンターまで 

 

○最終報告・・・・発災から３日目の１２時までに、 

最寄りの地域づくりセンターまで 

 

※ もし状況が許せば、それぞれの担当範囲ごとに安否確認した結果を照らし合わせて、でき

るところまで集約を行う。
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-1
8

- 

生年月日 電話番号

年齢（性別） 携帯番号

まつもと　たろう 昭和17.7.〇〇 ○○-××××

松本　太郎 77（男） 090-○○○○-××××

かみこうち　はなこ 昭和37.11.〇〇

上高地　花子 59（女）

ももせ　いちろう 昭和19.2.〇〇 ○○-××××

百瀬　一郎 76（男）

たかはし　さちこ 平成21.4.〇〇

高橋　幸子 11（女）

松本市避難行動要支援者名簿

備考その他支援事由

介護保険の認定を受けているため、
高齢のため、認知症

〇

そ
の
他

高
齢
者

難
病
患
者

障
害
者

介
護
保
険

住所氏名

1 松本市○○○○番地○○号

Ｎｏ

3 松本市○○○○番地○○号 〇 〇 〇

2 松本市○○○○番地○○号 〇

4 松本市○○○○番地○○号 〇
寝たきりで人工呼吸器を使用してい
る

5

9

8

7

6

10

2020/10/5作成

地区名：○○ 町会名：○○町

件数：4件
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ｲ スクリーニング 

 

避難誘導後、要援護者については、心身の状況に合わせた生活環境の場に移動してもら

う必要があります。そのため各避難所において、スクリーニングを行います。 

 

 
【避難誘導～スクリーニングの流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際のスクリーニングは主として外部支援者が行い、健康づくり課の保健師は指導・調

整・配置を行います。健康づくり課の保健師で医療救護所の対応をしていた者は、医療救

護所の任務が終了次第合流します。 

 

初めは避難所での業務が中心になりますが、その後、在宅の要援護者へと比重が移ります。

在宅でサービスを利用している人は、居宅介護支援事業所が安否確認と同時にスクリーニ

ングを行います。 

 

スクリーニング用紙の様式は次頁からのとおりです。作成したシートは、安否確認・避難

生活支援係（障がい福祉課・生活福祉課・高齢福祉課・こども福祉課）に引き継ぎます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事前避難） （発災後の避難） 

要
援
護
者 

指定 

避難所 

要
援
護
者 

地域関係者・事業者

等が避難誘導 

一時集

合場所 

指定 

避難所 

緊急 

入所 

福祉 

避難所 

地域関係者・事業者等が

救出/救助・避難誘導 

外部支援者（保健師）

によるスクリーニング 

地元保健師による 

助言および調整 
要援護者班 

医療 

救護所 

病 院 

○担当： 救護・スクリーニング係 
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第 1シート 発災～4日目くらいまで                   記入日（    月    日     回目） 

災害時における避難生活期に向けてのスクリーニングシート     記入者（                   ） 

氏名
フ リ ガ ナ

 （   才） 男 女 所在地 自宅（         ）・避難所（           ）・その他 

住所  電話番号  

同居・家族構成 
（ ）同居家族あり ⇒     

（ ）同居家族なし                         付添人（        続柄：     ） 

簡易所見 

□透析、酸素、吸引など、緊急的な支援の必要性が見受けられる 

□ケガ、身体の状態、発熱、脈や発汗の異常性等から体調不良や支援の必要性が見受けられる 

□脈や発汗の異常性などから、体調不良や支援の必要性が見受けられる 

□その他(                                                     ) 

ＡＤＬ情報  

① 移動・移乗 ☐自立 ☐杖・補助具 ☐車いす ☐支援必要 ☐全介助（避難所生活困難） 

② 食事 ☐自立 ☐特別食等要配慮 ☐支援必要 ☐全介助（避難所生活困難） 

③ 排せつ ☐自立 ☐ポータブルトイレ ☐支援必要 ☐オムツ・パッド ☐全介助（避難所生活困難） 

④ 入浴 ☐自立 ☐支援必要 ☐福祉道具必要 ☐要介助 ☐全介助 

⑤ コミュニケーション ☐問題なし ☐福祉用具必要 ☐意思疎通困難 ☐意思表示困難 ☐見えない ☐難聴 

⑥ 行動（障がい） ☐特になし ☐感情が不安定 ☐被害的 ☐徘徊 ☐その他（            ） 

介護認定等情報 

介護認定 有 (         ) ・ 無 
障害手帳 有 (         ) ・ 無 
その他留意事項 
（                      ） 

☐ 透析（        ） ☐ 在宅酸素（        ） 

☐ 食事制限（                        ） 

☐ アレルギー（                       ） 

☐ 経管栄養（                        ） 

☐ インスリン注射（                    ） 

☐ 感染症（                         ） 

☐ その他（                         ） 

☐ オムツサイズ( Ｓ ・ Ｍ ・ Ｌ ・ ＬＬ ・ （      ）） 

 

 
                                   
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  
                                   
                                   
                                    

現在の疾病・ 
病名・服薬名 

 
 

お薬手帳  有  ・ 無 

連携している 
専門職 

かかりつけ医 
担当： 

ＴＥＬ： 

ケアマネジャー 
担当： 

ＴＥＬ： 

包括支援センター 
担当： 

ＴＥＬ： 

 

家族住所・連絡先 
 
 

必要物品 

 
 
 
 

特記事項 

 
 
 
 

  

判断 

(    ) 避難所で生活できる。ただし、マット・ポータブルトイレ・食事配慮など必要 
(    ) 避難所で、地域や家族の支援が必要 
(    ) 福祉避難所入所が必要 
(    ) 在宅でのケア・介護保険制度活用などが必要⇔(               ） 
(    ) 医療ケア・入院等が必要 
(    ) その他 

 

軽 度 重 度 
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名前（              ） 

第２シート 第１シート記入から1週間目を目途に           ※記入日（                 ） 

※生活 7 領域から見た被災生活の状況（該当する□を塗りつぶして下さい）  

 

生活７領域  
望み・意欲・関心 判断 

やる気ある やる気ない 本人可能 一部・必要 全・必要 

衣 

清潔な下着・オムツの確保が急がれる □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

清潔な下着・衣類の着替えが必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

下着や衣類の整理・洗濯が必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

食 

水分の確保・制限が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

配慮ある食事の確保・制限が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

食事介助が必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

住 

安心して眠れる場所の確保が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

移動・移乗介助が必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

集団生活環境への配慮が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

体
の
健
康 

障がい・痛みの対応が必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

受診・治療が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

服薬介助が必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

体を動かすケアが必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

体の清潔を保つケアが必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

口腔ケアが必要 □ある □ない ☐できる □一部介助必要 □全介助必要 

心
の
健
康 

睡眠不足や不安除去が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

ＰＴＳＤへの対応が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

意欲や希望のある状態への配慮が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

家
族
関
係 

家族の支援が震災により得られない □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

家族や親せきからの支援が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

家族との連絡調整や交流が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

社
会
関
係 

近隣や親しい人との交流が困難 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

くらしの復旧に必要な情報が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

くらしの復旧に必要な生活物資等が必要 □ある □ない ☐できる □一部支援必要 □支援必要 

（引き継ぎの留意点） 

１． 初回の判断からの変化を確認（改めて適切な判断内容を記入して下さい） 

（   ）医療的ケア＜入院＞、福祉的ケア＜緊急入所＞が必要と考えられる 
（   ）福祉避難所入所が必要と考えられる 
（   ）一般避難所生活可能と考えられる 
（   ）在宅にて介護保険制度活用が望ましい⇒（                   ） 

（   ）その他⇒（                                       ） 

 

２．引き継ぎに関する連絡事項や留意点などについて記入して下さい 
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個別カルテ 

名前（                    ） 

日時 令和   年   月   日（  ） 記入者・記入者連絡先  

観察事項（課題） 対応事項 結果・評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後の目標設定  

 

引継事項  

 

 

 

日時 令和   年   月   日（  ） 記入者・記入者連絡先  

観察事項（課題） 対応事項 結果・評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後の目標設定  

 

引継事項  

 

 

記録（    ）枚目 
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(3)福祉避難所設置・初動体制整備 

 

 

ｱ 緊急入所・福祉避難所設置 

災害時要援護者の、一般避難所等における関連死等の二次災害を防ぐために、

適切な避難場所を確保します。 

 

事前協定した施設以外における福祉避難所の設置調整は、総務調整係（福祉政

策課・保険課）が対応します。 

 

要援護者の入所調整は、安否確認・避難生活係（高齢福祉課・障がい福祉課・

生活福祉課・こども福祉課）が対応します。 

 

必要物資の調整は、環境整備係（保育課・こども育成課）が対応します。 

 

福祉避難所までの移送については、事前協定先が民間施設の場合は、できる限

り民間施設で移送の手配をしてもらい、公共施設の場合は、関係部課に協力を求め

て確保します。 

 

【避難所での初動体制～環境整備時期における役割分担】 

対応主体 取組み内容 

行政 
□避難所の運営 

□施設への緊急入所措置及び福祉避難所開設準

備・調整 

□要援護者の避難者名簿の作成、安否確認 

□要援護者用窓口の設置 

□避難所における緊急対応（トイレの設置等） 

相談支援事業者、福祉

事業者 

□体調不良を訴える要援護者の搬送 

□（引き続き）サービス利用者の安否確認、避難支援 

□（事前協定に基づく）緊急入所受け入れ 

□（事前協定に基づく）福祉避難所設置協力・運営 

地域組織・団体・災害ボ

ランティアセンター 

□地域内の要援護者の安否確認（避難所にて要援護者名簿

の作成を行った上で抜け、漏れ、落ちの確認） 

□避難所内外における要援護者のニーズ把握・対応 

□災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営 

災害時要援護者・家族 □（引き続き）支援者とともに避難 

□施設への緊急入所、福祉避難所入所 

 

【補足説明】 → Ｐ３４～４０ 

○担当： 総務調整係 

安否確認・避難生活係 

環境整備係 
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(4)避難所安定期における要援護者支援 

 

ｱ 避難所の安定期 

市は、地域住民との協働により避難所の設置と運営管理を行いますが、同時に

要援護者支援の充実を図るため、「①被災者への情報発信」、「②住民による徹底し

た管理（衛生・食事・健康）体制」、「③心のケア」が実現される調整をします。 

【避難所における環境整備にあたっての留意点】 

項目 内容 

情報伝達・発信 避難所では、被災者に対し、必要かつ正確な情報伝達・発

信につとめる必要があります。特に、要援護者に対しては、障

がい等の状況に応じて適切な対応を行い、不安感の解消にも

配慮しながら、情報の提供を行います。 

具体的には、掲示板の設置、手話通訳士の派遣、口答によ

る適宜適切な情報提供、要援護者相談窓口の開設等が考え

られます。 

衛生管理 快適な避難所運営を送るために、病気を出さない環境整備

を住民に徹底してもらうことが重要となります。 

必ず布団をあげて掃除をしてから食事をする、洋式等快適

で安全なトイレを設置する、各所に消毒液を配備する、等が想

定されます。 

食事管理 避難所の食事については、自衛隊による炊き出しや弁当の

配給が想定されるが、要援護者にとって充分配慮されたもの

ではなく、配慮が必要となります。 

・高齢者及び障がい者・・・塩分に配慮、温かい、やわらかい食

事 

・内部障がい者・・・障がい、疾病に応じた食事、食事制限のあ

る場合は、十分な配慮が必要 

・乳幼児・・・粉ミルク、離乳食 

健康管理 避難所においては、集団生活を行う中で、体調面の管理は

非常に重要です。車中泊の被災者がエコノミークラス症候群に

陥る事例も見られます。 

1 日 1 度は避難所の建物内から出て、身体を動かすことが

重要です。出歩くことが困難な要援護者、被災者については、

保健師、レクリエーション指導者等が、その場でも可能な軽い

運動を促し、健康管理に努めることが求められます。 

また、心理面でのケアについても、例えば保健師、社会福

祉士・精神保健福祉士の巡回指導、相談窓口の開設等が考

えられます。 

○担当： 安否確認・避難生活係 

環境整備係 

救護・スクリーニング係 
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新型コロナウィルス感染

症対策 

新型コロナウィルス感染症の流行下における避難所運

営に際しては、密閉、密集、密接のいわゆる「３密」の回

避を基本事項とし、それを具体化する必要があります。 

 例えば密集を回避するには、避難所の受入人数を考慮

し、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難場所・避難

所を開設するなど、通常の災害発生時よりも可能な限り多

くの面積を確保します。密接、密閉を回避するには、十分

な換気に努めるとともに、世帯間の間隔を２ｍ確保する、 

発熱、咳等の症状が現れた者のための専用のスペースの確

保をするといった対策が考えられます。 

心のケア 長期にわたる避難所生活では、ストレスや不安等で精神的

な疲労が蓄積されてきます。そういった被災者（特に要援護者

になり得る層）に対してのカウンセリングや巡回相談等が考え

られます。 

【補足説明】 → Ｐ４１
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(5)応急仮設住宅への入所支援 

 

ｱ 入所支援 

住宅再建は要援護者支援において中長期の重要課題となります。従来からの地

域コミュニティを崩さず、バリアフリーに配慮した整備を進めます。 

 

【仮設住宅設置において配慮すべき事項】 

 ＊ 地域コミュニティを意識した入居（同じ地区の被災者を近くに固める） 

＊ バリアフリーに配慮した設計・建設 

 ＊ 要援護者は日常から通っている病院等に近いところへ優先的に入居 

 ＊ 入居にあたっての設備の説明（ＩＨ調理器等、電気機器や電話等の契約方法、

使用方法等の丁寧な説明） 

 ＊ 心のケア、住民間交流を目的とした集合施設の併設 

 ＊ 生活支援専門員の設置 

 ＊ 交通手段の確保（通院通学等の困難を見極める） 

 

【要援護者の仮設入居において想定されるトラブル・課題】 

 想定される主なトラブル・課題 解決策案 

安
全
面 

・玄関の段差やふみ面の狭さ、浴室の狭さ等、
移動時の転倒 

・スロープの設置、手すりの取り付け 

・火元管理における危険性 ・ＩＨヒーターの導入（新潟中越沖地震では
全ての仮設住宅に導入） 

・押し売り、詐欺等の被害にあう危険性 ・生活支援相談員による日常的な相談支援 

保
健
面 

・夏と冬の気温の変化による体調悪化 ・冷暖房設備の完備 

・隣家の騒音、車や電車等の騒音によるトラ
ブル、ストレス 

・生活支援相談員による日常的な相談支援 

・仮設内集会所、心のケア支援団体等の活用 

・閉じこもりによる廃用症候群の発生 ・生活支援相談員による日常的な相談支援 

・仮設内集会所を活用したサロンの実施 

利
便
・
快
適
面 

・病院の通院等においての移動の困難。立地
に関する不便性 

・公的サービス、移送サービス等、在宅サー
ビスの適用 

・電話の開線方法、その他備品の使用方法が
わからない不便性 

・ボランティア等によるわかりやすい説明 

・利用にあたっての代理手続き支援 

・被災以前との空間の大きさのギャップによ
るストレス、不安 

・生活支援相談員による日常的な相談支援 

・仮設内集会所、心のケア支援団体等の活用 

・部屋の使い方がある程度決まっているスト
レス、不安 

経
済
面 

・家賃、光熱水費等の支払いの不安及び困難 ・貸付制度、見舞金制度等の活用 

・減免措置制度の活用 

・被災者生活再建支援法の活用 

・その他、財政的不安によるストレス（将来
的な不安も含む） 

ケ
ア
面 

・日常的ケア、見守りの課題（コミュニティ
崩壊上の課題も含む） 

・生活支援相談員による日常的な相談支援 

・民生委員、ボランティア等の協力・支援 

・心的ストレスによるトラブル、課題 ・生活支援相談員による日常的な相談支援 

・仮設内集会所、心のケア支援団体等の活用 

 

 

○担当： 安否確認・避難生活係 

建設部（設置調整） 
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【仮設住宅設置時期における役割分担】 

対応主体 取り組み内容 

行政 
□仮設住宅設置にあたっての考え方の整理（入居の

優先順位、割り振り方法等） 

□仮設住宅入居見込者の概算算出 

□仮設住宅設置場所の検討 

□仮設住宅資機材の業者発注 

□（仮設住宅が大規模集合型の場合）心身ケア用セ

ンター開設の検討・準備および生活支援相談員の

設置検討 

相談支援事業者、福祉

サービス事業者 

□仮設住宅へのサービス提供の業務継続（BCP）準備 

地域組織・団体・災害ボ

ランティアセンター 

□仮設住宅設置後の日常的見守り体制の検討 

□災害ボランティアセンターの本格運営 

□災害ボランティアセンターの閉鎖検討、閉鎖後の支援体制の検討 

災害時要援護者・家族 □引越し準備 

 

【補足説明】 → Ｐ４２ 
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資料編 
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地域 

災害時医療救護活動マニュアル 

【要援護者班】 
■ 福祉政策課・・・  
安否確認の所管課
（取りまとめ） 
民生委員への協力依
頼、調整 

■ 高齢福祉課、障がい
福祉課、生活福祉課、
こども福祉課・・・
要援護者の確認作業 

■ 災害対策本部 

 

一般避難所 

 

 

 

 

 

 

資料１ 時間推移でみる各局面における対応の考え方 

（日常時～災害時～復旧・復興期の流れ・フロー図） 

救
出 

安
否
確
認 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

（振
り
分
け
） 

災害対策本部 

民生委員 
集約 

■ 健康づくり課 

・・・スクリーニ

ングの指導・調整 

（実際のスクリー

ニングは外部支援

者が行う） 

 

要援護者班 
① 総務・調整（福祉政策課・保険課） 

② 安否確認・避難生活 

 （高齢福祉課・障がい福祉課・生活

福祉課・こども福祉課） 

③ 環境整備（保育課・こども育成課） 

④ 救護・スクリーニング 

    （保健総務課・健康づくり課） 

要
援
護
者
支
援 

情報集約 

発信・情報提供 

サービス事業所 

地区・町会 

消防関係 

社協 

■ 社会福祉協議会・・・  

日常からの見守り安心ネ

ットワーク形成支援 

日常時 

医療救護所

（23 ヶ所） 

搬送 

医務班 
医師会、歯科医師会、薬剤師会、広域消防局、

災害拠点病院、救命救急センター、保健所、 

市（保健総務課、健康づくり課他） 

（医務課・健康づくり課他） 

 

災害拠点病院 

救命救急センター 

災害医療センター 

診療所 

薬局 

等 

発災 

各種団体 

救
助 

移
動
支
援 

ＤＭＡＴ 
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■（外部ボランティアの需給調整）社会福祉協議会 

■（行政の担当窓口）福祉政策課 

■（衛生・健康）健康づくり課 

■（食事・環境）保育課、こども育成課 

■下記専門相談の窓口を設置 

＊ こども関係 

＊ 外国籍市民等相談関係 

＊ 心のケア（精神等）関係 

 ＊ 障がい専門相談関係 

■（運営調整）福祉政策課 

■（ケース調整）高齢福祉課、障がい福

祉課、生活福祉課、こど

も福祉課 

■（運営調整）福祉政策課 

■（ケース調整）高齢福祉課、障がい福

祉課、生活福祉課、こど

も福祉課 

■（運営調整）医務班 

■（ケース調整）医務班 

■ 建設部・・・設置調整 

 

■（運営調整）高齢福祉課、障がい福祉課、 

生活福祉課、こども福祉課 

■（ケース調整）外部支援者 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（担当） 

（運営） 

（担当） 

（担当） 

仮設住宅 

（体制整備） 

避難生活支援 

報
告 

入院 

緊急入所 

福祉避難所 

災害ボランティアセンター 

一般避難所 

相談支援 

在宅生活 

（衛生管理・食事管理・健康管理・環境整備の指導） 

（担当） 

（時間の目安） 

       発災後 3 時間    発災後 72 時間    概ね 4 日目～2 週間   概ね 3 週間～ 

発災 ⇒ 救出・救助 ⇒  安否確認   ⇒  避難生活期 ⇒ 復旧・復興期 

              スクリーニング  
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１ 岡谷市などで大きな被害が出た平成 18 年 7 月豪雨では、急激な河川の水の上昇

により、適切なタイミングで避難情報を提供できなかったケースが見受けられま

した。また、避難勧告等の発令が夜間にも及び、適切なタイミングが見出せず、 

避難勧告（当時の警戒レベル３の呼び名）を発令できなかったケースも見受けら

れました。 

気象情報からの警報・注意報を収集し、予想される事態への対策を考え、高齢者

等が避難先に移動できる時間内に高齢者等避難情報（警戒レベル３）を発令し、被

害を最小限にとどめる必要があります。 

 

２ 水害等の事前に被害予測が可能な災害については、高齢者等避難（警戒レベル３）

が出る前に、関係部署内でのチーム会議をもち、関係機関に対しての指示命令系

統の確認と具体的避難指示についての確認を行います。 

 

３ 確認後、速やかに各関係機関に対して情報伝達、指示を出し、高齢者避難（警戒

レベル３）が発令された場合の対応、準備を促します。各関係機関は事前の協定お

よび申し合わせに基づき、安全な避難誘導を地域、事業者の協力により実施するこ

とになります。 

 

資料２ ＜災害警戒・避難準備情報の発令・情報収集＞ 補足 
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１ 平成 7年の阪神・淡路大震災では、生き埋めになったり、建物内に閉じ込められ

たりした人のうち、生存して救出された人の約 95％は自力で脱出したか、もしく

は家族や友人・隣人に救助されています。また、平成 16年の災害における死亡者・

行方不明者の約 6割が 65歳以上の高齢者でした。 

 

２ 発災後の救出・救助については、これまでの災害の事例から、直接行政が現場へ

赴き、救出・救助活動を行うことは、極めて困難であるといわれています。 

そのため、地域関係者や、福祉事業者等による救出・救助が現実的かつ、有効な

方策といえ、日常からの安否確認体制、救出・救助体制の確立が急がれます。 

 

３ 災害時要援護者の区分に関する考え方は、以下を参考にしながら、平常時から松

本市の考え方を明確にしておくことが必要です。 

最も優先すべき要援護者として、寝たきり高齢者や障がいのある人など、数名の

援助がなければ移動ができない人・被害によるケガなどにより救助が必要な人が

想定されます。 

次に優先すべき人は、一人では逃げられないものの、家族や近隣者のつきそいや

援助があれば自ら避難できる人になると想定されます。 

そして、上記よりも避難における困難が低いと想定される比較的元気な高齢者の

方などの無事と安全を確認することが求められます。 

 

４ 災害時要援護者の安否確認の担い手は、民生委員児童委員を中心とする要援護者

の方の近くにお住まいの近隣住民、ヘルパー派遣やデイサービスなどを行い日頃

から要援護者の方に接している福祉事業者、障がいのある人などが入会している

当事者団体等になると考えられます。それらの人々も被災する可能性もあり、安

否確認がスムーズに進みそうにない場合は名簿を外部の支援者などに提供して迅

速に対応を進めていく必要があります。 

ここで、災害時の名簿公開には本人の同意は必要ありませんが、それでも、不安

の大きい被災者にとって心の負担になることがありえます。負担をやわらげるよ

う名簿を参考にしながら周辺の訪問も兼ねるような取組みの工夫や、共感と安心

を促すような声かけを前提とした確認作業の迅速化を図る工夫が求められます。 

 

 

 

 

 

 

資料３ ＜安否確認＞ 補足 
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【福祉避難所とは】  

○ 要援護者のために特別の配慮がなされた避難所のこと。災害救助法が適用された場

合において、概ね 10 名の要援護者に 1 名の生活相談職員（要援護者に対して生活支

援・心のケア・相談等を行う上で専門的な知識を有する者）等の配置、要援護者に配慮

したポータブルトイレ、手すり、仮説スロープ、情報伝達機器等の器物、日常生活上の

支援を行うために必要な紙おむつ、ストーマ用装具等の消耗機材の費用について国庫

補助が受けることができます。 

○ 福祉避難所としては、施設がバリアフリー化されている等、要援護者の利用に適して

おり、生活相談員等の確保が比較的容易である老人福祉センター、養護学校等の既存

施設を活用することが例示として挙げられています。 

 

【緊急入所と福祉避難所の考え方について】 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 避難所とは、災害によって短期間の避難生活を余儀なくされた場合に、一定期間

の避難生活を行う施設のことです。地域の学校の体育館などの施設が指定されて

いる場合が多く見受けられます。 

避難所となる施設は、自治体ごとに策定される地域防災計画により指定される事

が多くなっています。一定期間とはいえ大人数で生活するため、上手に運営を行

わなければ、様々な問題が発生します。プライバシーの確保、場所の活用、資材

分配、通常生活の地域コミュニティで抱える問題の延長線上の問題、関連死など

が発生すると言われています。 

しかし、阪神・淡路大震災以降、社会福祉協議会や民生委員、災害ボランティ

アの経験を積んだ組織の活動などにより、安心で快適な避難所の運営を目指した

先進的な事例報告が残されています。 

 

 

重度 軽度 

 

   緊急入所措置 

  （介護保険等制度適用） 

 

 福祉避難所入所 ／ 福祉スペース（静養室） 

     （災害救助法適用） 

介護保険（ヘルプ派遣）適用有り 

※現在は、介護職、ヘ

ルパー派遣はボラン

ティアの範疇 

障がい分野（身体・知的・精神･･･） 

一般避難所 

資料４ ＜福祉避難所＞ 補足 
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２ 高齢者や障がい者などの災害時要援護者は、一般の避難所の生活では、疲労やス

トレス、持病の悪化等を原因とする関連死に至る事例が報告されています。この

ような関連死を防ぐために福祉避難所が制度化されました。 

 

  【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 福祉避難所の設置期間は、被災の状況によって設置期間は異なります。災害発生

後、３日から１週間で福祉避難所を開設することが望ましいと考えられます。入

所された方の様子を踏まえ、また、ライフラインの復旧が進み、地域での生活が

可能になれば福祉避難所を閉鎖します。 

 

４ 福祉避難所の設置・運営は、市が設置し社会福祉法人などと連携して運営します。

すばやく拠点を確保し、バリアフリー化を心がけるとともに、ベッドや介護機器

など、必要な備品・消耗品を確保します。 

災害により上下水道に被害がある場合、トイレと入浴の対策は最重要事項にな

ります。そのため、事前協定化などにより、施設や必要な資器材のスムーズな確

保を行うことが必要となる場合があります。また、全国各地からの専門職の派遣

を要請することも検討します。 

 

５ 緊急入所および福祉避難所設置については、事前に協定を締結し、非常時に速や

かに対応が図られるようにしておくことが重要です。福祉事業者については、公

益的立場、社会的使命を鑑みて、災害時における要援護者を守る役割を果たすた

め、事前協定を市と締結することが求められます
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災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 

 

 松本市（以下「甲」という。）と、      （以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、松本市内で大規模な災害が発生した場合において、災害時要援護者（以

下「要援護者」という。）の避難援護のために乙の運営する施設内において、福祉避難所を

設置することについて、甲が乙に対して協力を要請するにあたり、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この協定において、福祉避難所とは、松本市災害時要援護者支援プランに基づき、要

援護者が支障なく避難生活を送るために特別な配慮がされた避難所を指し、本人及び家族等

の介助者を一時的に受入れる施設とする。 

（対象者） 

第３条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設

や医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何

らかの特別な配慮を要する者をいう。 

（福祉避難所として要請する施設） 

第４条 甲から乙へ、福祉避難所として受入れの協力を要請する施設は、別表のとおりとする。 

（福祉避難所の開設） 

第５条 乙は、前条の要請を受けた時は、対象施設の被災状況や職員の参集状況等に応じて、

甲との協議のうえ、受入態勢を整えるとともに、福祉避難所を開設するものとする。 

２ 甲は、前条の対象施設へ移送を要する対象者の受入れについて、あらかじめ対象施設に電

話等で確認のうえ、次に掲げる事項を記載した書面で要請するものとする。ただし、緊急を

要する場合は、この限りではない。 

(1) 対象者の氏名、住所、生年月日、心身の状況、連絡先等  

(2) 介助者を伴う場合は、介助者の氏名、住所、続柄、連絡先  

(3) 緊急連絡先、担当ケアマネジャーの氏名及び所属 

(4) 福祉及び医療サービス利用状況 

３ 対象者の福祉避難所への受入れ時に、対象者の状況を的確に把握するため、出来る限り家

族等の同伴を求めるものとする。 

（福祉避難所の開設期間） 

第６条 この協定における福祉避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただ

し、災害の状況により開設期間を延長する必要がある場合は、甲と乙の協議のうえ、延長で

きるものとする。 

２ 甲は、乙が早期に本来の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早期閉鎖

に努めるものとする。 

（対象者の移送） 

第７条 甲の要請に基づき、乙が受入れを了承した場合、福祉避難所への対象者の移送は、原

則として当該対象者の家族等が行うものとするが、困難な場合は、甲と乙で協議して、その

時の状況に応じた対策をとることとする。 

【参考：本市における事前協定書（例）】 
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（福祉避難所の運営等） 

第８条 福祉避難所の運営は、乙の責任において行うものとし、甲は乙に協力するものとする。 

２ 乙は、対象施設の職員により、対象者及び家族等に対し、必要な食品、被服、寝具、その

他生活に必要な援助を行うものとする。 

３ 乙は、対象施設の職員により、対象者や家族等の相談等の日常生活上の支援、及び対象者

が必要とする福祉サービスや保健医療サービスを受けられるための支援に努めるものとする。 

（経費の負担） 

第９条 甲の要請により開設した福祉避難所の対象者の受入れに要した経費は、甲が負担する

ものとする。 

２ 前項の規定により甲が負担する経費の算出は、災害救助法関連法令等の規定に準じるもの

とする。 

（個人情報の保護） 

第１０条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、福祉避難所の管理運営に当たり業務上

知り得た個人情報を、当該業務を処理するため以外に使用し、又は第三者に提供してはなら

ない。 

（権利義務の譲渡等の制限） 

第１１条 乙は、この協定により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、

又はその権利を担保に供してはならない。 

（必要物資等の協議） 

第１２条 甲及び乙は、本協定締結後、必要物資等について、あらかじめ協議するものとする。 

（協定の有効期間） 

第１３条 この協定の有効期間は協定締結後１年間とし、甲、乙いずれかより異議の申し立て

がない限り、毎年自動更新されるものとする。 

（疑義の解決） 

第１４条 この協定に定めのない事項及びこの協定について疑義が生じた場合は、甲乙協議の

うえ、定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙双方記名押印のうえ、各自１通を

保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

（甲）所 在 地   松本市丸の内３番７号 

   名 称   松本市 

代表者職氏名   松本市長 臥雲 義尚 

 

（乙）所 在 地               

   名 称               

代表者職氏名              
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資料６ 

資料７ 
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避難所運営においてのポイントとして、情報発信、衛生管理、食事管理、健康管理、

心のケア等です。その他として、以下の項目が重要です。 
 

１ 避難所運営委員会の設置支援 

避難所においては、刻々と状況が変化し、それに伴い多くの福祉課題が噴出し、

早急な情報収集と結論が求められます。立場の弱い者の意見が反映されることは

極めて稀であり、行政主導もしくは声の大きい、立場の強い者の声により意思決

定がなされる傾向があります。日頃から「よりよい状況づくりをめざし、協議す

る」ことに慣れていない地域で、その傾向が顕著です。 

ここでいう協議とは、個々人の声に耳を傾けながら一番深刻な課題やニーズに

対しての対策や配慮を検討しながら合意していくプロセスと考えます。非常時に

おいて、声を出しにくい方の安否確認や支援の遅れといった致命的な事態を防ぐ

可能性を含んでいます。 

避難所では、協議し、合意を図るための機関として、被災者代表者による避難

所運営委員会が設置され、諸処の課題に対し、検討を行う例が増えてきています。

避難所運営のルールやマナーを住民の総意により確定し、自発的に管理運営する

力を発揮することも可能です。本市としても、避難所が設置・運営された早い段

階で、上記の点を踏まえた被災者による避難所運営委員会が設置されるよう、経

験者からノウハウ提供を受けるなど最善の支援を行う必要があります。 
 

２ 人的応援の確保とシステム化 

災害発生から避難所移行期にかけて、迅速に多様な人材を確保する必要が生じま

す。要援護者支援においては、県内外等に対し、福祉・保健の専門職員の要請を

行い、体制の強化を図ることが重要です。 

具体的には、緊急入所を実施する施設及び福祉避難所の運営、避難所の要援護者

の支援を行うために職員が派遣され、必要な保健・福祉職員を確保することによ

り、避難所等の福祉水準の安定を図ることが責務となります。 

福祉・保健の専門職員については、医師、看護師、保健師、介護職員（介護福祉

士、ヘルパー2級程度）、社会福祉士、精神保健福祉士、手話通訳士、理学療法士、

作業療法士等が想定されます。 

 

３ 災害ボランティアセンターや外部応援部隊との連携 

災害発生後、社会福祉協議会を中心とした災害ボランティアセンターが立ち上が

り、被災者支援を行うこととなります。信頼できる団体との連携は、要援護者支

援体制の構築に役立ち、ゴミの運び出し、家屋復旧、住宅相談も「福祉ニーズ」

として対応を促すことが可能です。 

一方、必ずしも連携が効果的でない団体も現地入りし、現地での活動を展開しま

す。本市では先ず社会福祉協議会との連絡調整を行い、市として連携することが

重要です。

資料８ ＜避難所安定期における要援護者支援＞ 補足 
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１ 仮設住宅設置にあたっては、避難所生活時期の早い段階で、設置にあたっての考

え方をまとめ、場所の検討及び業者発注準備に取り掛かる必要があります。    

平成 19 年の新潟中越沖地震においては、災害発生後、約 1 ヶ月かかり、迅速か

つ適正な対応を図ることが求められます。また、スムーズな仮設住宅入居を図るた

めに、応急危険度判定から罹災証明までの時間を極力短くすることも重要です。 

応急仮設住宅に入居する要援護者層については、これからの生活における留意点

（家賃、光熱水費等の支払い、設置備品の使用方法、電話等の契約方法等）をわか

りやすく説明し、トラブルや困りごとの軽減につとめることが重要です。 

 

２ 各種保健福祉サービスなどの継続提供（ＢＣＰ） 

大規模災害時は、福祉サービス提供施設や福祉サービス提供者も被災し、福祉サ

ービスの継続のために必要な人員や施設の確保が困難となります。 

また、避難所等における要援護者への福祉サービスの提供のための介護職員の確

保も重要です。そのため、他の地方公共団体からの広域的な応援派遣・受入も活用

しつつ、発災後も福祉関係部局に必要な人員を確保し、関係者と緊密な連携を図る

ことが求められます。 

特に最近、大規模地震などの災害による被害の軽減を図るため、行政・民間にお

ける業務継続（BCP）に向けた取組みに重点が置かれています。その観点からも、発

災後も可能な限り速やかに介護認定審査会を開催するなど、新規認定や要介護度の

変更等をはじめ介護保険制度関係業務の継続を図ることや福祉サービス提供者もデ

イサービスの早期再開等を図ることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料９ ＜応急仮設住宅への入所支援＞ 補足 
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１ 名簿の目的・概要 

災害発生時に、地域の理解と協力により市民の生命の安全を図るために「松本

市避難行動要支援者名簿」の活用を推進します。 

（本名簿の目的） 

災害発生時に、地域の理解と協力により住民の生命の安全を図ります。住民一人

ひとりが自助と共助の精神を持ち、自ら災害対策を講じることを前提としつつ、近

隣で可能な範囲での助け合いの体制づくり（見守り安心ネットワーク）に参画する

ことで、地域づくりの取組みに貢献することを目的とします。 

 

【避難行動要支援者名簿の流れ】 

 

 

避難行動要支援者                 名簿の提供先（地域関係者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    松本市 

 

 

（名簿掲載の対象者） 

避難行動要支援者とは、要援護者（要配慮者）のうち災害が発生したときや発生

する恐れがあるときに、自ら避難することが困難で特に支援を必要とする方です。

例えば、避難所まで移動が困難な人、持病や障がいで避難所での生活に困難をきた

す人、集団での適応が困難な人、情報を受け取ること・発信することが困難な人（※）

などです。なお、施設入所者は名簿掲載の対象とはなりません。 

 （※）避難行動要支援者の具体的イメージ（例） 

  ＊視覚、聴覚、言語、知的、精神障がいなどで災害察知が困難、または救助が必要な人 

  ＊自力で起き上がれずに、排泄・入浴等に介助が必要な高齢者・障がい者、一人暮らし高齢

者 

  ＊複数の乳幼児を抱える家庭、妊産婦 

資料１０ 避難行動要支援者名簿の推進について 

名簿掲載の申請や 

拒否の意向表示 
避難行動要支援者 

名簿等の提供 

見守り・避難支援・安否確認等 

見守り安心ネットワークの活用 

情報提供の 

意向確認 

相談・報告 

地域（町会）との関わり 

（町会・民生委員・社協・警察等） 

災害時は人命の保護を最優先するため、

情報提供拒否者でも情報を提供 
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広域支援ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

市域ネットワーク 

  ＊日本語の不自由な外国籍市民 等 

２ 平常時からの要援護者支援について 

本名簿は、従来から取り組まれている「見守り安心ネットワーク」と連動させ

ることで、さらなる小地域ネットワークの形成や自治力の向上をめざします。ま

た、本名簿は地域ケアシステムのニーズ把握の機会として大いに活用し、本市の

地域ケアシステムを検討していくため、積極的に取組みを進めていきます。 

 

【広域支援ネットワークと松本市域ネットワーク】 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

                     

 

 

 

 

 

 

  

 サービス事業者とのネットワーク・連携 

   災害時の要援護者支援を想定する場合、日常からサービス提供を受けている

利用者（要援護者）にとって、サービス事業者は安心で心強い存在です。また、

災害時には比較的難易度の高い介護サービスが求められる傾向から、福祉・保

健サービスを行う専門職員の連携・協力体制は、要援護者を支える上で、必要

不可欠な存在といえます。 

特に、平成 19 年度の新潟中越沖地震では、社会福祉法人が中心となり、要

援護者支援の受け皿の確保、介護職員派遣を行いました。コーディネートは新

潟県老人福祉施設協議会（新潟県老施協）が担い、全国老人福祉施設協議会（全

国老施協）が広域支援にあたりました。本市においても、日常からの地域ケア

システム構築を念頭に置きながら、社会福祉法人を核としたサービス事業者と

のネットワークを形成していくことが重要と考えます。 

例えば、安否確認体制確立に向けた連携・協議、災害時の活動及び福祉避難

所設置についての連携・協議、避難生活時期における社会福祉法人（社会福祉

施設協議会）との事前協定のあり方等の検討を通じて、緩やかなネットワーク

県内外ネットワーク 

  

 

 

市福祉事業者 

 連絡会 

松塩筑内ネットワーク 

市内の 

民間事業所 
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を形成します。
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資料１１ 
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１ 災害救助法（昭和二十二年十月十八日 法律第百十八号）（ 関係箇所抜粋） 

第二章 救助 

第十三条 都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政

令で定めるところにより、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を災害

発生市町村の長が行うこととすることができる。 

２ 前項の規定により災害発生市町村の長が行う事務を除くほか、災害発生市町村

の長は、都道府県知事が行う救助を補助するものとする。 

第三章 費用 

第十八条 第四条の規定による救助に要する費用（救助の事務を行うのに必要な費

用を含む。）は、救助を行った都道府県知事等の統括する都道府県等が、これを支

弁する。 

第三十条 都道府県知事は、第十三条第一項の規定により救助の実施に関するその

権限に属する事務の一部を災害発生市町村の長が行うこととした場合又は都道府県

が救助に要する費用を支弁するいとまがない場合においては、当該救助に係る災害

発生市町村に、救助の実施に要する費用を一時繰替支弁させることができる。 

 

２ 災害救助法による救助の実施について（関係箇所抜粋） 

昭和４０年５月１１日付け 社施第９９号 各都道府県知事あて厚生省社会局長通知 

第５ 救助の程度、方法及び期間に関する事項 

1 救助の実施時期 

2 救助の種類別留意事項 

(1) 収容施設の供与 

ア 避難所 

（オ） 「福祉避難所」の対象者は、身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人

短期入所施設等へ入所するに至らない程度の者であって、「避難所」での

生活において特別な配慮を要する者であること。 

    また、「福祉避難所」における特別な配慮のために必要となる費用とは、

概ね１０人の対象者に１人の相談等に当たる介助員等を配置するための費

用、高齢者、障がい者等に配慮した簡易便器等の器物の費用及びその他日

常生活上の支援を行うために必要な消耗器材の費用とすること。 

 

 

 

 

 

 

資料１２ 関係法令等 
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３ 大規模災害における応急救助の指針について（関係箇所抜粋） 

平成９年６月３０日付け 社援保第１２２号 各都道府県災害救助法主管部（局）長あて 厚生省社会・援護局保護課長通知 

第２ 応急救助の実施 

1 避難所の設置 

（3） 避難所の周知 

ア 避難所を指定した場合は、広報紙等により地域住民に対し周知を図るとともに、

防災の日等に年１回以上は広報を行うなど、周知徹底を図ること。特に福祉避難所

については、要援護者やその家族等に対して福祉避難所の場所や名称の周知を図る

こと。 

（11） 管理責任者の役割 

避難所の管理責任者は、概ね次の業務を行うこと。 

イ 被災者台帳に基づき、常に被災者の実態や需要を把握すること。救助に当たり

特別な配慮を要する者を把握した場合は、ホームヘルパーの派遣、社会福祉施設へ

の緊急入所又は福祉避難所への避難等を行うための連絡調整を行うこと。 

４ 生活必需品の提供 

（1） 被服、寝具などの生活必需品は避難生活に不可欠であることから、災害が発

生した場合にただちにこれを提供できるよう、備蓄の推進、他の都道府県との災害

援助協定の締結、事業者団体等との物資供給協定の締結等を図っておくこと。 

 また、要援護者の生活必需品として、紙おむつ、ストーマ用装具などの消耗器材

を法第２３条第１項第３号に基づき給与することが可能であるとともに、福祉避難

所においては、これらの消耗器材の費用を特別な配慮のために必要な通常の実費と

して加算することができることとなっている。このため、これらの消耗器材につい

ても、備蓄の推進、事業者団体等との物資供給協定の締結等を図っておくこと。 

第３ 応急救助に当たり特別な配慮を要する者への支援 

３ 避難所における支援対策 

（3） 福祉避難所の指定 

ア 要援護者（社会福祉施設等に緊急入所する者を除く。以下（3）、（4）及び（5）

において同じ。）が、相談等の必要な生活支援が受けられるなど、安心して生活が

できる体制を整備した福祉避難所を指定しておくこと。 

イ 福祉避難所として指定する施設は、原則として耐震、耐火、鉄筋構造を備え、

物理的障壁の除去（バリアフリー化）された老人福祉センター及び特別支援学校等

の施設とすること。また、平成１２年度より入所施設附設の防災拠点型地域交流ス

ペース整備事業が実施されたところであり、本事業を活用して入所施設を福祉避難

所として積極的に整備すること。 

ウ 福祉避難所を指定した場合は、その施設の情報（場所、収容可能人数、設備内

容等）や避難方法を要援護者を含む地域住民に対し周知するとともに、周辺の福祉

関係者の十分な理解を得ておくこと。 

（4） 福祉避難所の量的確保 

 あらかじめ指定した福祉避難所のみでは量的に不足する場合は、厚生労働省と協

議の上、社会福祉施設等における設置や公的宿泊施設、旅館、ホテル等の借り上げ

により対応すること。 

（5） 福祉避難所への避難誘導 

ア 災害が発生し必要と認められる場合には、直ちに福祉避難所を設置し、被災し

た要援護者を避難させること。なお、要援護者の家族についても、避難状況等を勘
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案の上、必要に応じて福祉避難所に避難させて差し支えないこと。 

イ 避難に介助等を要する者に対しては、家族、民生委員、地域住民、都道府県又

は市町村職員等が協力して介助等を行うこととなるが、必要に応じて過度の負担と

ならない範囲で福祉避難所を設置する施設等の協力を得ること。 

（6） 福祉避難所の管理・運営 

ア 福祉避難所には、相談等に当たる介助員等を配置し、日常生活上の支援を行う

こと。 

イ 福祉避難所において相談等に当たる職員は、避難者の生活状況等を把握し、他

法により提供される介護を行う者（ホームヘルパー）の派遣等、避難者が必要な福

祉サービスや保健医療サービスを受けられるよう配慮すること。 

ウ 常時の介護や治療が必要となった者については、速やかに特別養護老人ホーム

等への入所や病院等への入院手続きをとること。また、このような状況を想定し、

あらかじめ関係機関と連絡調整しておくこと。 

エ 福祉避難所の設置は、対象者の特性からできる限り短くすることが望ましいこ

とから、福祉仮設住宅等への入居を図るほか、関係部局と連携を図り、高齢者世話

付き住宅（シルバーハウジング）への入居又は社会福祉施設等への入所等を積極的

に活用し、早期退所が図られるように努めること。 

 

４ 介護保険法関係（ 関係箇所抜粋） 

【介護保険法】第四章 保険給付 

（特例居宅介護サービス費の支給）  

第四十二条  市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居

宅介護サービス費を支給する。  

一  居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他や

むを得ない理由により指定居宅サービスを受けた場合において、必要があると認め

るとき。  

 

（居宅介護サービス費等の額の特例）  

第五十条  市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることに

より、居宅サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）、

地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）

若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると

認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各号に掲げる介護給付について当該各

号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて適用する場合を除

く。）においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の九十を超

え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

 

【介護保険法施行規則】第三章 保険給付 

（居宅介護サービス費等の額の特例）  

第八十三条  法第五十条各項の厚生労働省令で定める特別の事情は、次のとおりと

する。  

一  要介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風

水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産につい

て著しい損害を受けたこと。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%5c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005000000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005000000000000000000000000000000
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